
 

 

 

 

 

本市では、適切な市民サービスを提供し続けるために不可欠な職員（＝「人
・

財
・

」）の確保に向けた取

組の推進に向けて、「人財確保等検討会議」を設置し、働きがいや良好な職場環境等について検討を進

めてきました。 

この度、『職員が「働きがい」と「組織への愛着」を実感できる市役所へ』と題し、今後の取組の方向性

について、同検討会議から市長に対して最終報告を行いましたので、その内容をお知らせします。 

 

今後は、令和８年度より新設する「働きがい向上推進室」や理事（人材活躍推進担当）において、人財

確保等検討会議でとりまとめた「人財マネジメント改革」、「納得感の向上」、「業務・組織改革」の３分野

（１０項目）の取組の方向性に基づく具体的な取組を検討していきます。 

 

 

（１）日時 

令和８年３月２５日（水） 午前９時から９時３０分まで 

(２)場所 

   相模原市役所本庁舎本館２階 第１特別会議室 

（3）市長コメント 

・７２万市民の生活を支え、幸せを実現するのは職員である。 

・本市が「幸せ色あふれるまち」になるためには、職員が元気に活き活きと働く必要がある。 

・職員が、「働きがい」や「やりがい」を持って、前向きに挑戦できる職場づくりに取り組んでいく。 

【最終報告の様子】 

「人財確保等検討会議」から市長へ最終報告を行いました 

～ 市職員は人財
．．

！ 人財の確保に向けて ～ 

令 和 ８ 年 ３ 月 ２ ５ 日 

相 模 原 市 発 表 資 料 

１ 市長報告について 



 

 

 

（１）構成員 

座 長 奈良副市長  

構成員 
各局長等（１６名） 

公募職員（２７名：主事級～副主幹級） 

事務局 人材育成課  

 

（２）検討経過・予定 

月 日 会議等 

令和８年 

1 月 

23 人財確保等検討会議（第１回）  

30 公募職員と座長等との意見交換会（第１回） 

2 月 

2 公募職員と座長等との意見交換会（第２回） 

12 人財確保等検討会議（第２回） 

18 有識者と公募職員等との意見交換会 

3 月 

3 公募職員・事務局打合せ 

10 人財確保等検討会議（第３回） 

12 市長への中間報告 

23 人財確保等検討会議（第４回） 

25 市長への最終報告 

 
 
 

 

 

２ 「人財確保等検討会議」について（構成員・検討経過） 

【お問合せ先】 

人材育成課 

直通電話 ０４２－７６９－８３３２ 

 



相模原市｜人財確保等検討会議

職員が「 働きがい」 と
「 組織への愛着」 を実感できる市役所へ

令和８ 年３ 月２ ５ 日 市長への最終報告
取組の方向性まと め（ 人財確保等検討会議）

最重要メ ッ セージ

市民サービスを支えるのは「 職員」
「 採用の強化」 に加え、
「 働き続けたい組織」 への転換が必要

納得感の向上

×

人財マネジメ ント

×

業務・ 組織改革

働きがいの向上
・

選ばれる自治体へ

1



相模原市｜人財確保等検討会議

1. 危機感の共有｜人財面の構造課題は、 既に顕在化している
定着・ 健康・ 採用・ 業務負荷に係る状況が同時進行で悪化

W hy now

約2倍
退職者数

5年前比較

高水準
長期病気休業

政令市比較でも課題

低下傾向
採用倍率

他自治体・ 民間と の競合

約3倍
枠外定数要求

令和元年度比

このままでは

「 採用しても 、
残ら ない」
状態が続く

現場で起きているこ と

●若手・ 中堅・ 管理職の各層で離職が増加し、 特に一定の経験を
積み、 力をつけた30代以降の流出が組織運営に直結している

●メ ンタル不調や高負荷感が、 個人の問題ではなく 組織課題
と して表れている

●採用競争が厳しさを増す中、 入庁後の定着・ 成長などを含めた
人財戦略が不可欠である

危機の本質

人数不足だけではない。

マネジメ ント ・ 納得感・ 業務構造
の課題が重なり 、
離職・ 不調・ 生産性低下と いう
負の連鎖を生んでいる。

2



相模原市｜人財確保等検討会議

2. 課題の核心｜離職は単一要因ではなく 、 「 納得感」 の不足と して現れている
制度だけではなく 、 日々の関係性・ 配置・ 仕事量が影響 Key issue

納得感の不足

採用困難
業務過多

優先順位不明瞭

上司と の対話不足
育成のばらつき

異動理由が見えない
期待役割が伝わらない

頑張り が見えにく い
評価が実感しづらい

示唆： 離職対策は「 採用」 だけでは解決しない。 組織内の納得感を高める改革が、 定着・ 成長・ 挑戦の土台になる。

3



相模原市｜人財確保等検討会議

3. 基本方針｜3つの改革（ 10項目） の推進 3 reform s

①人財マネジメ ント 改革 ②納得感の向上 ③業務・ 組織改革

3つの改革を推進するこ と により 、 「 働き続けたい」 「 挑戦したい」 と いう 組織文化が醸成される。

4

× ×



相模原市｜人財確保等検討会議

4. 改革の柱①｜人財マネジメ ント 改革
マネジメ ント の個人差を減ら し 、 対話と 育成を当たり 前にする

Pil lar 1

ねらい

現状

「 育成」 「 支援」 等を管理職の必須の役割と し 、
個人依存のマネジメ ント から脱却する

5

上司と 部下の関係性を改善し 、
不満・ 不調・ 停滞を
早期に把握する

管理職のマネジメ ント 能力が
弱く 、 人が育たず、
活かさ れていない状況

1
・ マネジメ ント 力
の底上げ

・ 全職員共通の
行動指針等作成

取組

期待効果

2
1on1等の仕組み化

による対話不足の
解消

3
部下の育成を
管理職評価に
反映



相模原市｜人財確保等検討会議

5. 改革の柱②｜納得感の向上
配置・ 評価・ 承認を見える化し 、 「 言っても 変わらない」 空気を変える

Pil lar 1

ねらい

現状

個人の行動変容を促進し、 組織のパフォーマンスを向上さ せ、
職場風土の変化と 主体的に成果を生み出す体制へ転換する

6

職員一人ひと り がこの職場で

働き続ける理由を見出せる状態
をつく り 、 納得感の向上を図る

人事・ 評価・ 処遇に対する
不信感や不透明感が蓄積し、
納得感が低下

取組

期待効果

1

異動時の
期待・ 役割の
伝達

4
・ 若手、
ミ ド ルシニア
の重点支援

・ 採用の強化

2

給与等の
見直し

3

承認・ 称賛の
見える化



相模原市｜人財確保等検討会議

6. 改革の柱③｜業務・ 組織改革
業務過多を放置しない。 挑戦できる余力を生み出す

Pil lar 1

ねらい

現状

重点施策への人財の再配分を行う と と も に、 新規課題への対応
余地の創出や長時間労働を是正する

7

管理職がマネジメ ント に専念
できる状態をつく り 、 現場の
疲弊を抑えながら 、 真に必要な
施策に集中する

増え続ける業務に対し 、
やめる ・ 減らす仕組みや
柔軟な働き方、 欠員職場を
支える仕組みが脆弱

1
・ 業務の棚卸し
(縮小や廃止等)

・ 負担の平準化

取組

期待効果

2

管理職の
負担軽減

3
・ 働き方改革
・ ＤＸ の推進
・ 執務環境等の

改善



相模原市｜人財確保等検討会議

7. 今、 着手しない場合のリ スク
「 様子見」 し ても 改善は見込めない

Risk

人財流出の加速

若手・ ミ ド ルシニアの流出が続き、
将来の管理職候補や専門人材の層が薄く なる

現場の疲弊・ 不調の固定化

高負荷と 不調が慢性化し 、
組織と しての機能が低下する

組織力の低下

育成・ 改善・ 挑戦に時間を割けず、
組織と しての能力が下がる

市民サービスへの影響

採用難・ 離職増が適正な事務執行や
事業推進の妨げと なる

人財確保、 組織・ 人財マネジメ ント は「 余裕ができたらやるもの」 ではなく 、
「 働きがい」 と 「 組織の仕事力」 の持続性を確保するために、 不断の取組が不可欠な基盤施策

8

結論



相模原市｜人財確保等検討会議

8.令和8年度の進め方｜

スピード 感と 継続的改善を両立

Roadm ap

STEP 1

課題の整理・
優先順位付け

取組の方向性を基に、
優先度や時間軸を整理

STEP 2

重点施策の設計
・ 具体的検討

具体的な取組を検討
し、 どの部署が何を
いつやるのか整理

STEP 3

実行

スピード 感をもって
行動に移す

（ 成功事例をつく る ）

STEP 4

改善・ 展開・ 定着

必要に応じて改善し、
継続するこ と で

組織文化を醸成する

推進の考え方： 速やかに着手し、 一度の取組で十分な成果が得ら れなく ても 、
必要な改善を図り ながら 取組を継続する

9

優先度の高い取組からスピード 感を持って実施し、 必要に応じて改善を図る



相模原市｜人財確保等検討会議

市民の暮らしを支えているのは、 日々市民と 向き合っている 「 職員」 です

その職員を組織と してしっかり と 守り 、 支えながら 、
職員が安心して働き、 活き活きと 力を発揮し続けられる職場づく り に
本気で取り 組んでいく こ と が重要です

10

9.最後に

市民サービスを支えるのは「 職員」

「 働き続けたい組織」 への転換が必要
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＜最重要メ ッ セージ＞ 

 

市民サービスを支えるのは「職員」 

「採用の強化」に加え、 

「働き続けたい組織」への転換が必要 
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取組の方向性 

 

１ 現状 

【職員・組織の実態】（ 総務局離職防止対策分析検討チーム調べ）  

◇ 業務量と 実人員 

 ➡各局から の枠外定数要求は令和元年度比で約３ 倍。 育休者・ 休職者は、

近年 200 人前後で推移。 採用倍率は低下傾向 

◇ メ ンタ ル疾患・ スト レ スチェ ッ ク  

 ➡メ ンタ ル疾患長期病気休業は増加傾向で、 政令市の中でも 休業者割合が

高い。 人員に関する項目（ 特定の人に負荷が偏る・ 人の補充）、 業務に関す

る項目の改善要望率が高く 、 報酬への不満、 経営層への信頼が徐々に悪化 

◇ 職員意向調査 

 ➡全体の３ 分の１ にあたる職員（ 1, 058 人） が、 仕事量が多く 、 質も 難し  

い（ 高負荷業務） と 感じ ている。 そのう ち、 15. 2％（ 160 人） は仕事への遣

り 甲斐がなく 、 異動希望も 多い傾向 

◇ エンゲージメ ント サーベイ  

 ➡「 仕事仲間と の関係」、「 同僚から の困難時の支援」 など、 周囲( 人間関

係・ 支援等) と の関係性は比較的良い一方で、「 挑戦する風土」、「 ミ ッ ショ

ン・ ビジョ ンへの共感」 など、 組織( 組織風土・ 理念戦略等) と の関係性は

比較的悪い 

◇ コ ンプラ イ アンス意識調査 

 ➡『 やり がいが「 ある」』： 副主幹・ 主査級が低い。 市民局が１ 番低く 、 消

防局が１ 番高い。『 誇り や使命感が「 ある」』： 主事・ 主任級が低い。 執行機

関が１ 番低く 、 教育局が１ 番高い。『 気軽に相談・ 意見交換が「 でき る」』：

全ての部局で 80％以上 

◇ 退職者数 

➡５ 年前比較で２ 倍超（ R2: 70→R7 暫定: 153 人）。 令和５ 年度以降の退職者

数の増加要因は、 30 代以降の増加であり 、 年々、 主力と なる職員の退職数

が増加。 近隣自治体と 比較し ても 高く 、 特に 50 代の退職者が多い傾向 

 ◇ 退職理由 

 ➡「 人間関係」、「 業務量」、「 時間外」、「 上司」、「 評価」 等、 職場環境及び

マネジメ ント に関する要因が多く 、 個人事情より も 、 組織・ 業務体制に起

因する要因が離職理由の中心。 一方で、 資格取得やキャ リ ア形成を 目的と

し た前向き な離職（ 転職） も 一定数存在 

【現状の課題】 

◇ 評価・ 処遇への納得感不足 

◇ マネジメ ント のばら つき ・ コ ミ ュ ニケーショ ン不足 

◇ 業務過多・ 負荷の偏り ・ 欠員補充の遅れ 

◇ 異動・ キャ リ アの不透明さ  

◇ 承認・ 感謝文化の希薄さ   
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２ 取組の方向性（１０項目） 

【基本的な考え方】 

次の３ 分野を 軸に、 優先度や時間軸などを 勘案し ながら 、 職員が「 変わり

始めた」 と 実感でき る取組に着手し ていく 。  

《１》人財マネジメント改革 ・ 《２》納得感の向上 ・ 《３》業務改革・組織改革 

 

【《１》人財マネジメント改革】（３項目） 

① 特別職・管理職のマネジメントスキルアップ・意識改革 

マネジメ ント に関する個人差の縮小や全体的な底上げを 図り 、 メ ンタ ル不調の

予防や離職抑制を 図るため、 研修やサポート 体制の充実や、 マネジメ ント 成功事

例のロールモデルの共有等を 検討する（ 管理職と なる前から の人材育成体制を 含

む）。 また、 全庁的な意識改革に向け、 人財マネジメ ント の根幹と なる全職員共通

の基本理念や行動指針等の作成について検討する。  

 

② コミュニケーションの活性化 

定期的な 1on1 ミ ーティ ングや、 局部長と の意見交換・ 相互理解・ 意思共有な

ど、 対話不足の解消や心身の不調・ 不満の早期発見、 メ ンタ ル悪化の未然防止に

向けた仕組みを検討する。  

 

③ 管理職等の評価に「育成」を反映 

管理職等に必要なスキルである育成能力を 評価する視点が不足し ているこ と か

ら 、 業務管理だけでなく 、「 部下の育成」 に係る評価項目を 設定し 、 双方向評価結

果などを 踏まえた、 管理職等と し ての適性を 適切に評価し 、 昇級・ 昇任・ 配置に

反映する制度を検討する。  

 

【《２》納得感の向上】（４項目） 

④ 異動や担当替え時の理由・期待役割の相互理解の向上 

キャ リ アの見通し を 持たせると と も に、 異動によるスト レスを 軽減し 、 やり が

いやエンゲージメ ント の向上を 図るため、 適切な在籍期間や引継体制、 異動や担

当替えの理由、 期待さ れる役割を 伝える仕組み等について検討する。  

 

⑤ 評価制度の効果検証・インセンティブ強化・給与等の見直し 

他自治体と の比較などにより 、 本市の給与等の水準を検証すると と も に、 頑張

っ ても 差がつかないと いう 現状を 打開し 、 職員の達成感やモチベーショ ンの向上

と 行動変容を 促すため、 評価制度と 給与制度の抜本的な見直し を 検討する。  

 

⑥ 承認・感謝・称賛文化の仕組み化 

フ ィ ード バッ ク 不足の解消と 、 職員のやり がいやエンゲージメ ント の向上を 図

るため、 サンク ス制度や表彰制度等のやり がいを 可視化する仕組みを 検討する。  
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⑦ 若手職員（勤続年数の浅い職員）・ミドルシニアの重点支援 

若手職員の将来に対する不安の軽減を図るため、 採用の強化に加え、 採用前か

ら の業務内容や働き 方等についての周知、 採用後のキャ リ ア面談、 職員個々の適

性を 適切に把握し 、 能力を最大限発揮でき る仕組みなどについて検討すると と も

に、 達成感や帰属意識を 育むため、 職員のアイ デアを 形にでき る仕組みを検討す

る。  

一定の経験やスキルがあるミ ド ルシニアの離職の抑制に向け、 業務環境や給与

等の改善、 他自治体、 民間企業から の転職を 促進さ せる方策等を 検討する。 ま

た、 若い職員が責任ある職に挑戦でき る仕組みを 検討する。  

 

 

【《３》業務改革・組織改革】（３項目） 

⑧ 業務の棚卸し（事業スクラップ）・負担の平準化等 

業務が増える一方で、 減ら す議論が不足し ているこ と から 、 業務過多の現状を

構造改革し 、 ゆと り の創出やメ ンタ ル予防につなげるため、 廃止、 縮小、 簡素

化、 民間活力の活用等の対象事業を抽出するための具体的な手法を検討する。 ま

た、 ト ッ プダウン業務については、 必要性・ 実現性・ 効率化の観点から 、 ボト ム

アッ プと は異なる意思決定フ ロー等を 検討する。 さ ら に、 突発的な業務や、 育

児・ 介護・ 傷病休暇等取得者の担当業務への対応が、 特定の職員等に偏っ ている

こ と を是正し 負担の平準化を 図るための人員配置や負担感、 心理的スト レスの低

減に向けた手当等のフ ォ ロー体制を検討する。  

 

⑨ 管理職の負担軽減（プレーヤー業務整理） 

管理職がプレーヤー化し ているこ と から 、 職位に応じ た役割について共通理解

を 図り 、 部下に任せる意識を 醸成すると と も に、 業務・ 組織・ 人財マネジメ ント

を 十分に行えるよう 、 現在管理職が行っ ている業務に係る分担の在り 方や必要性

等の整理や補助ポスト の設置等について検討する。  

 

⑩ 働きやすい執務環境等の整備 

職員が心身の健康を 保ちながら 、 スト レ スなく 能力を最大限に発揮するため、

清潔で整理整頓さ れた執務環境等の整備を 進めると と も に、 育児や介護など様々

な事情を 抱える職員など、 全ての職員がラ イ フ ステージに関わら ず、 働き 続ける

こ と ができ るよう 、 Ｄ Ｘ の速やかな推進などによる業務の効率化、 選択的フ レ ッ

ク スタ イ ムや週休３ 日制の導入などの柔軟な働き 方を 検討する。  
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３ 令和８年度の取組の推進について 

   

●市長・ 副市長によるリ ーダーシッ プの下、 総務局を中心に各局等が主体的・ 積

極的に取組を推進する庁内横断的な環境や体制が必要 

●令和８ 年度より 新設さ れる「 働き がい向上推進室」 や理事（ 人材活躍推進担

当） において、 人財確保等検討会議でと り まと めた本取組の方向性に基づく 具

体的な取組について各局等を 主導し 、 検討、 意思決定を 行い、 全庁挙げて取り

組むこ と が必要 

・ 具体的な取組の検討に当たっ ては、 人財確保等検討会議や意見交換会における 

意見、 公募職員の意見票、 総務局離職防止対策分析検討チームの分析検討結果等

を 踏まえると と も に、 必要に応じ てデータ 等を 収集、 分析、 活用するこ と が必要 

・ 取組の検討に当たっ ては、 優先度や時間軸等を 整理するこ と が必要 

・ 取組の実施に当たっ ては、 パッ ケージ化に拘るこ と なく 、 優先度の高いも のから

スピード 感を持っ て着手するこ と が必要 

・ 課題の原因が単一でないこ と や状況に応じ て変化し ていく こ と を 考慮し 、 効果の

確認や取組の再検討を 行う などＰ Ｄ Ｃ Ａ を 運用するこ と が必要 

・ 人財確保等の取組を 広く 職員に伝え、「 働き 続けたい組織」 への転換に向けた機運

を 醸成でき るよう 、 定期的に職員に向けて取組状況に係る情報発信を 行う と と も

に、 経営層は十分に職員と の対話を 図るこ と が必要 

 

 

 


